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原子力損害賠償に関する条約について

平成２３年１１月１５日
文部科学省原子力損害賠償対策室

１．原子力損害賠償制度に関する国際条約

● 主要な国際条約

① パリ条約【1960年採択、1968年発効】＋ブラッセル補足条約【1963年採択、

1974年発効】

＜締約国＞

仏、独、伊、英等OECD加盟国を中心とする15カ国（パリ）

仏、独、伊、英等OECD加盟国を中心とする12カ国（ブラッセル）

② 改正ウィーン条約【1997年採択、2003年発効】

＜締約国＞

アルゼンチン、ベラルーシ、カザフスタン、ラトビア、モン

テネグロ、モロッコ、ポーランド、ルーマニア、サウジアラ

ビアの9カ国

③ ＣＳＣ（Convention on Supplementary Compensation for Nuclear Damage）
【1997年採択、未発効】

（発効要件：5カ国以上の締約国の原子炉の熱出力の合計が4億kWを上回ること。）

＜締約国＞

アルゼンチン、モロッコ、ルーマニア、米国の4カ国

● ＣＳＣの特徴
① 締約国の国内法による賠償措置額を超える賠償負担の一部を

締約国間の拠出金により補充する仕組みとなっていることか

ら、これが誘引となって、アジア諸国も含めて広く加盟して

くる可能性がある。

② 原子力事業者の賠償責任の免責事由について、「異常に巨大な

天災地変」が定められていること等、我が国の原賠法との親

和性がある。

③ 我が国と密接な関係を有する米国がCSCを批准している。
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２．ＣＳＣに加入した場合に考えられる主要な意義

● 原子力事業者への責任集中

我が国メーカーが海外にプラント輸出する場合、輸出先国がCSC

締約国であれば、当該国で原子力事故が発生した場合、その原子力

事故の責任を免除される。

● 事故の際の締約国からの資金的援助

我が国国内で原子力事故が発生した場合、賠償額が一定以上の金

額を超える際は、他の締約国からの拠出金による支援が得られる。

● 国際裁判管轄の明確化

我が国国内で事故が起き、他の締約国で損害が発生した場合、我

が国の裁判所でのみ裁判を行うことができる。（裁判管轄権の集中）

● 原子力損害賠償の国際的枠組みの充実に貢献

・ 原賠制度が未整備の国等において、国際水準に見合った原賠制

度の整備・充実が図られ、当該国において事故が発生し、我が国

で損害が生じた場合、我が国は賠償を受けやすくなる。

・ 日本を含め、中国や韓国等の近隣諸国がCSCに加入すれば、アジ

ア・太平洋地域において、共通の原子力損害賠償制度に関する国

際的枠組みが構築される。

３．ＣＳＣに加入する場合に考えられる主要な課題

● 事故発生時の拠出金（約５０億円)の拠出

他の締約国において損害が発生した場合も、我が国は拠出金を負

担する義務が生じるため、拠出金の扱いをめぐる枠組み（負担主体、

負担方法等）について、十分な議論が必要。

● 少額賠償措置に係る公的資金の確保

我が国原賠法上の賠償措置額が条約上の最低基準（3億SDR(約4

50億円)）以下である研究炉、ウラン燃料加工施設等の施設につ

いては、最低基準額との差額を埋める公的資金の確保が求められ

ているため、その措置のあり方につき、調整が必要。
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● 我が国が被害国となった際の裁判を受ける権利の制限

我が国が加害国となった場合は我が国裁判所のみに国際裁判

管轄が属する一方、他の締約国における事故による越境損害を

受けた場合、当該事故発生国の裁判所のみに裁判管轄権が認め

られるため、我が国国民の裁判を受ける権利の制限につながる

ことから、この点につき、十分な議論が必要。

● 準拠法に関するＣＳＣの規定と国内法制との整合性の確保

準拠法に関する規定について、CSCでは管轄裁判所の法とされて

いるが、我が国法の適用に関する通則法では原則として「結果

発生地」の法を準拠すると規定しているため、同法に日本で発

生した原子力事故が他国に越境損害を及ぼした場合においては

「加害行為地」法を準拠法とする特例を設けることにつき、法

制的な検討が必要。

● 東京電力福島原発事故に関する訴訟の遡及適用について

今後、仮に我が国がCSCに加入し、同条約が発効した場合に、

同条約発効前に発生した原子力事故に関して提起された訴訟に

対し同条約が適用されるかどうかについては、同条約に明文上

の規定はなく、また、我が国は同条約の締約国ではないので、

現時点で確定的に解釈することは困難であるが、一般論として

言えば、条約は不遡及が原則であるので、既に発生した原子力

事故に同条約が遡及適用されるとの解釈をとることは難しいと

考えられる。



原子力損害賠償に関する国際条約

（円換算は平成23年10月28日時点の為替レートによる）

賠
償
責
任
・

賠
償
措
置

改正ウィーン条約
【1997年採択、2003年発効】

ＣＳＣ
【1997年採択、未発効】

パリ条約
【1960年採択､1968年発効】

ブラッセル補足条約
【1963年採択､1974年発効】

適用範囲

補完基金
（拠出金）

除斥期間

裁判管轄

・原則として、その領域（EEZを含む）
で原子力事故が発生した締約国の
裁判所に専属。

名称

・原則として、その領域（EEZを含む）
で原子力事故が発生した締約国の
裁判所に専属。

・原則として、その領域（EEZを含む）
で原子力事故が発生した締約国の
裁判所に専属。

・死亡又は身体の障害は、原子力
事故の日から10年（改正パリ条約で
は30年に延長）
・その他の損害は、原子力事故の日
から10年

・死亡又は身体の障害は、原子力
事故の日から30年
・その他の損害は、原子力事故の日
から10年

・原子力事故の日から10年（賠償措
置・国の補償が10年より長い期間あ
れば、その期間でも可）

・不法行為の時から20年（民法）

・大規模な原子力損害が発生した
場合、3億SDR（又は締約国がIAEA
に登録したそれ以上の額）を越える
部分には、全締約国の拠出による
補完基金が準備される。

原賠法

・締約国の領域内で生じた原子力損
害に適用（国際輸送中のものも含む）

・非締約国の領域内で生じた原子力
損害には不適用

責任の性質 ・無過失責任 ・無過失責任・無過失責任 ・無過失責任

責任集中

・事業者へ責任集中
・ただし、国内法により一定の条件の
下で輸送業者が賠償責任を負うこと
も規定できる。

・事業者へ責任集中
・ただし、国内法により一定の条件の
下で輸送業者が賠償責任を負うこと
も規定できる。

・事業者へ責任集中
・ただし、国内法により一定の条件の
下で輸送業者が賠償責任を負うこと
も規定できる。

・事業者へ責任集中

免責事由

・戦闘行為、敵対行為、内戦・反乱 ・戦闘行為、敵対行為、内戦・反乱
・異常に巨大な天災地変

・社会的動乱
・異常に巨大な天災地変

責任限度額
(賠償措置額)

・1,500万SDR（約22.5億円）【パリ条約】

・1.75億SDR（約262.5億円）【ブラッセル
補足条約】

・7億ユーロ（約750億円）【改正パリ条約
（未発効）】

・3億SDR（約450億円） ・3億SDR（約450億円） ・原子炉の運転（1万kW超）、再処理
…1,200億円

・不法行為地が日本国内にあるときは、
原則として、日本の裁判所の管轄を認
めている（民事訴訟法）

― ―

・日本国内
（国際輸送についての規定はなし）

締約国

・仏、独、伊、英 等OECD加盟国を
中心に15カ国【パリ条約】

・仏、独、伊、英 等OECD加盟国を
中心に12カ国【ブラッセル補足条約】

・アルゼンチン、ベラルーシ、カザフス
タン、ラトビア、モンテネグロ、モロッコ、
ポーランド、ルーマニア、サウジアラビ
アの9カ国

・アルゼンチン、モロッコ、ルーマニア、
アメリカの4カ国
※発効要件：5カ国以上の締約国の原子
炉の熱出力の合計が4億kW以上。

―

・1.25億SDR（約187.5億円）【ブラッセル
補足条約】

・締約国の領域内で生じた原子力損
害に適用（国際輸送中のものも含む）

・非締約国の領域内で生じた原子力
損害には不適用

・締約国の領域内で生じた原子力損
害に適用（国際輸送中のものも含む）

・非締約国の領域内で生じた原子力
損害にも適用

・戦闘行為、敵対行為、内戦・反乱
・異常に巨大な天災地変（改正パリ
条約では、この事由は削除）




